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居宅介護支援重要事項説明書 

 ＜令和６年４月１日現在＞  

１．支援事業者（法人）の概要        

事業者の名称 社会福祉法人 伸生福祉会 

法人種別 社会福祉法人 

代表者名 理事長  渡邉 泰章 

事業者の所在地 

連絡先 

〒９７５－００１１ 

福島県南相馬市原町区小川町４０９番地 

電   話： ０２４４－２４－１６７７ 

ファックス： ０２４４－２４－１８１１ 

 

２．ご利用の事業所の概要   

事業所の名称 特別養護老人ホーム 長寿荘 

管理者の氏名 管理者 大槻 美鈴 

事業者の所在地 

連絡先 

〒９７５－００１１ 

福島県南相馬市原町区小川町４０９番地 

電   話： ０２４４－２４－１６７７ 

ファックス： ０２４４－２４－１８１１ 

指定年月日及び 

事業所番号 
平成１２年４月１日  ０７７０６００１５３ 

 

３．事業の目的と運営の方針  

事業目的 

 

社会福祉法人伸生福祉会が開設する特別養護老人ホーム長寿荘（以下「事

業所」という。）は、指定居宅介護支援の事業を行うものであり、居宅の

介護者等が指定居宅サービス等の適切な利用をする事ができるよう、要介

護者等の依頼を受けて居宅サービス計画を作成すると共に、計画に基づく

居宅サービス等の提供が確保されるよう、連絡調整、紹介等の便宜の提供

を行い、もって地域住民の福祉の増進に貢献することを目的とする。 

 

                                                                             

    

運営方針 

① 事業所は、利用者の心身の状況、その置かれている環境に応じて、利

用者が可能な限りその有する能力に応じて自立した日常生活を営むこ

とができるように、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス

及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供さ

れるよう支援いたします。 

② 事業の実施に当たっては、市町村、包括支援センター、他の指定居宅

介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努めます。 

③ 指定居宅介護支援の提供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重

し、常に利用者の立場に立って提供される指定居宅サービス等が、特

定の職種又は特定のサービス事業者に不当に偏することのないよう、

公正中立に事業を行うものとします。 

④ 従業者の教育研修を重視し、提供するサービスの質の向上に努めてま

いります。 
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４．利用料金 

（1）居宅介護支援の利用料金（基本料金及び加算料金）は、以下の通りですが、要介

護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額支給されるので自己負担はありません。 

・基本料金  要介護１・２      １０，８６０円 

       要介護３・４・５    １４，１１０円 

 

加算料金・・・各々について、要件を満たした場合に加算されます。 

加 算 名 料  金 要   件（抜 粋） 

特定事業所加算(Ⅰ) 5,190円 常勤専従の主任介護支援専門員を２名以上配置 

常勤専従の介護支援専門員を３名以上配置している。 

要介護３以上の利用者の占める割合が40％以上いる。 

法定研修等における実習受入事業所となるなど、人材育成

への協力体制の整備 

特定事業所加算(Ⅱ) 4,210円 常勤専従の主任介護支援専門員を１名以上配置 

常勤専従の介護支援専門員を３名以上配置している。 

法定研修等における実習受入事業所となるなど、人材育成

への協力体制の整備 

特定事業所加算(Ⅲ) 3,230円 常勤専従の主任介護支援専門員を１名以上配置 

常勤専従の介護支援専門員を２名以上配置している。 

法定研修等における実習受入事業所となるなど、人材育成

への協力体制の整備 

特定事業所加算（Ａ） 1,140円 ※加算Ⅰ.Ⅱ．Ⅲと異なる部分 

介護支援専門員を常勤１名以上、非常勤１名以上（非常勤

は他事業との兼務可）配置している。連絡・相談体制確保、

研修実施、実務研修への協力、事例検討会実施。 

特定事業所医療介護

連携加算 
1,250円 加算（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）のいずれかを算定している

こと。退院・退所加算の算定に係る病院又は診療所等との

連携回数の合計が、年間（前々年度の3月～前年度の2月） 

35回以上であること。ターミナルケアマネジメント加算を

年間（前々年度の3月～前年度の2月）5回以上算定している

こと。 

初回加算 3,000円 新規に居宅サービス計画を作成する場合。 

要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービスを作成

する場合 

要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービ

ス計画を作成する場合 

入院時情報連携加算

(Ⅰ) 

 

 

入院時情報連携加算

(Ⅱ) 

2,500円 

 

 

 

2,000円 

利用者が入院した日のうちに、当該病院又は診療所の職員

に対して当該利用者に係る必要な情報を提供した場合に算

定する。※営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した

場合は、入院日の翌日を含む。 

利用者が入院した日の翌日又は翌々日に当該病院又は診療

所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供した

場合に算定する。※営業時間終了後に入院した場合であっ

て、入院日から起算して3日目が営業日でない場合は、その

翌日を含む。 

退院・退所加算 3,000円 利用者の退院・退所にあたって病院又は施設の職員と面談

をして利用者に関する必要な情報の提供を受けたうえで、

居宅サービス計画を作成又はサービス調整した場合に算定

する。 
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通院時情報連携加算 500円 利用者が医師及び歯科医師の診察を受ける際等に同席し、

医師等に必要な情報提供を行い、医師等から利用に関する

必要な情報提供を受け、居宅サービス計画に記録した場合 

ターミナルケアマネ

ジメント加算 
4,000円 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき、回復

の見込みがないと判断した者であって、在宅で死亡した利

用者。主治の医師の助言を得つつ通常よりも頻回な訪問に

より状態やサービス変更の必要性を把握したうえで、利用

者の心身の等の情報を記録し、主治の医師等及びケアプラ

ンに位置付けた場合に算定。 

緊急時等居宅カンフ

ァレンス加算 
2,000円 病院の求めにより、病院の医師又は看護師等と利用者の居

宅を訪問しカンファレンスを行い、必要に応じて利用者に

必要な居宅サービスの利用に関する調整を行った場合に算

定する。 

 

 

減算 

減算名 料金 要件 

運営基準減算 所定単位数の50％

で算定 

運営基準に沿った、適切な居宅介護支援が提

供できていない場合 

特定事業所集中減

算 

１月につき200単

位を減算 

正当な理由なく特定の事業所に80％以上集中

した場合（訪問介護・通所介護・地域密着型

通所介護・福祉用具貸与） 

高齢者虐待防止措

置未実施減算 

所定単位数の100

分の1に相当する

単位数を減算 

虐待の発生又はその再発を防止するための措

置が講じられていない場合 

 

 

（２）交通費 訪問のための交通費は、一切かかりません。 

（３）解約料 料金はかかりません。 

（４）運営基準減算 居宅介護支援の業務が適切に行われない場合には、-50％減算。 

（５）特定事業所集中減算 居宅サービスの内容が特定の事業所へ偏る場合に減算。 

 

＊介護保険料の滞納等により、法定代理受理をできなくなった場合は、1ヶ月につき要

介護度に応じて所定の料金をいただき、当事業所からサービス提供証明書を発行します。 

このサービス提供証明書を後日、お住まいの市区町村窓口に提供しますと、払い戻しを

受けられます。料金の支払いに関しては、直接事業所へお支払いいただくか、下記の口

座へ振り込みをお願いします。 

 

５．支払い方法 

 

料金が発生する場合、毎月５日までに前月分の請求をいたしますので２０日までに 

直接事業所へお支払いいただくか、下記口座に振り込み送金してください。 

七十七銀行 原町支店  【普通預金口座】口座番号００８９３２０  

【口座名義人】 社会福祉法人伸生福祉会 特別養護老人ホーム長寿荘  

施設長 中里 祐一 
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６．居宅介護支援の内容（申し込みからサービス提供までの流れと主な内容）     

 

○居宅介護支援の申し込み（電話又は事業所を訪問、他事業所からの紹介） 

○契約書・重要事項の説明と契約締結 

○居宅サービス計画（ケアプラン）の作成 

※居宅サービス計画までの手順は次の通りです。 

①御自宅を訪問し、あなたやご家族からお話を伺い課題分析を行います。 

②あなたの了解を得て、主治医の方に意見をお尋ねすることがあります。 

③介護支援専門員を中心にサービス担当者会議等を開いて検討します。 

④居宅サービス計画の内容、利用料、保険の適用など一切をご説明し、同意 

を得て交付します。 

○サービス実施状況の把握と目標達成の評価 

 ※月１回のご自宅訪問と事業所へサービス提供状況を確認 

○情報の提供 

○要介護認定の申請、変更の援助 

 ※更新認定・区分変更(介護度の見直し)の代行申請 

○居宅サービス事業者との契約締結に関する必要な援助 

○関連事業者等の連絡調整 

○介護保険施設の紹介、その他必要な援助 

 ※施設入所を希望する場合の情報提供 他の介護保険サービスや介護保険対象外の

サービスの情報提供をします。 

 

 

＊このサービスの提供にあたっては、あなたの自立した日常生活への支援、要介護状 

態の軽減もしくは悪化の防止などが図れるよう、適切にサービスを提供します。 

 

＊ サービスの提供は懇切丁寧に行い、分かりやすいように説明をします。もし分から

ないことがあったら、いつでも担当職員にご遠慮なく質問して下さい。 

 

＊ケアプランはいつでも変更する事ができます。 

 

 

 

 

７．事業所の職員体制 

 常  勤 非 常 勤 合  計 

管 理 者(兼務) １名 ０名 １名 

介護支援専門員 １名 ０名 １名 

合  計 １名 ０名 １名 
                                               

８．職員の勤務体制                                                             

従業者の職種 勤務体制 

管 理 者 正規の勤務時間帯（午前８：３０～午後５：３０）常勤で勤務 

介護支援専門員 正規の勤務時間帯（午前８：３０～午後５：３０）常勤で勤務 
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９．営業日                                                                    

営業日時 月曜日から金曜日 午前８時30分～午後５時30分 

休 業 日 

土曜日・日曜日・年末年始(12月30日～1月3日までを除く) 

営業時間外、休日であっても、電話等によりサービス提供する場合

があります。＊緊急連絡電話 ０２４４-２４-１６７７ 

 

１０．事業の実施地域                                                           

実施地域 南相馬市 

 

１１．秘密保持 

事業者は、サービスを提供する上で知り得たあなた及びご家族に関する秘密及び個

人情報については、あなた又は第三者の生命、身体等に危険が及ぼす場合など正当

な理由がある場合を除いては、契約中また契約終了後も第三者に漏らすことはあり

ません。 

但し、あなたに係るサービス担当者会議での利用など正当な理由がある場合に限

り、事前にあなた又は家族の同意を得て、個人情報を用いることがあります。 

 

別紙：個人情報の基本的な指針及び情報を使用する場合の基本的な考え方 

      

１２．相談・苦情等相談窓口 

当事業所の居宅介護支援に関するご相談、苦情およびケアプランに基づいて提供してい

る各サービスについてのご相談、苦情について対応いたします。 

相談・苦情申立先 

受付担当者 

受付担当者  （介護支援専門員） 

ご利用時間 月曜日～金曜日 午前８時３０分～午後５時３０分 

ご利用方法 電話：０２４４－２４－１６７７ 

面接：特別養護老人ホーム長寿荘 相談室 

苦情解決責任者 管理者 大槻 美鈴 

苦情処理体勢・ 

手順 

① 介護支援専門員が相手方と連絡をとり直接訪問するなどし

て状況の把握に努めます。 

② 事業者が必要ありと判断した場合は、管理者を含め検討会議

を行います。 

③ 検討の結果は、速やかに具体的な対応に努めます 

④ 記録を台帳等に記録し、再発防止に努めます。 

⑤ 当事業者が提供する居宅介護支援への苦情について検討会

議で解決が図れない場合は、当法人の苦情解決委員会におい

て協議を行います。 

⑥ 苦情解決委員会において苦情の解決が図られない場合は、運

営適正化委員会に相談し、助言・斡旋を受けます。 

  

南相馬市役所 

 介護保険係 

電話  ０２４４－２４－５３３４ 

月～金曜日 ８時３０分～１７時 

 

福島県国民健康保

険 団体連合会 

電話 ０２４－５２８－００４０ 

月～金曜日 ９時～１６時 
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１３．事故発生時の対応・損害賠償 

対応方法 

損害賠償 

居宅介護支援事業の提供によって事故が発生した場合及び当事

業所の作成したケアプランにより提供を受けたサービスによっ

て事故発生の連絡を受けた場合は、あなたの安全確保を第一と

し、速やかに各関係機関（医療、保険者、家族等）へ連絡対応

します。 

また、当事業所の責めに帰すべき事由によって損害が発生した

場合は、速やかに損害を賠償します。ただし、あなたやご家族

に重大な過失がある場合は、賠償額を減額する場合があります。 

 

１４.医療との連携 

居宅介護支援事業所と入院先医療機関との連携がスムーズに図れるよう、利用者が入院

した場合には、担当ケアマネジャーの氏名及び連絡先を入院先の医療機関にお伝えくだ

さい。訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニタ

リング等の際に介護支援専門員自身が把握した利用者の状況等について、ケアマネジャ

ーから主治の医師や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達を行います。 

 

１５．緊急時の対応 

介護支援専門員は、現に居宅介護支援の提供を行っているときに、利用者の病状に急変、

その他緊急事態が生じた場合は、速やかに主治医等に連絡を取る等の必要な対応を講じ

ます。 

 

１６．虐待の防止 

事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、高齢者虐待防止のための指針を

整備し必要な体制の整備を行うとともに、虐待防止委員会を開催します。従業者に対す

る研修を実施する等の措置も講ずるよう努めます。 

虐待防止に関する担当者  大槻 美鈴 

 

１７．身体的拘束等の原則禁止 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束を行いません。身体的拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

１８.感染症の予防及びまん延の防止 

感染症の発生及びまん延を防止のため、感染及びまん延防止のための指針を整備し、必

要な体制の整備を行うとともに、感染対策委員会を開催します。従業者に対する研修を

実施する等の措置も講ずるよう努めます。 

感染防止に関する担当者  大槻 美鈴 

 

１９.業務継続に向けた取り組み 

感染症や自然災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して居宅介護支援の提供を

受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該計画に沿った研修及び訓練を

実施します。 
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２０．利用者自身によるサービスの選択と同意 

利用者自身がサービスを選択することを基本に支援し、サービスの内容、利用料等の情 

報を適正に利用者または家族に対して提供するものとします。 

 

〇指定居宅介護支援の提供の開始に際し、予め利用者に対して複数の指定居宅サービス 

事業者等を紹介するように求めることができること、利用者はケアプランに位置付け

た指定居宅サービス事業所等の選定理由の説明を求めることができます。 

 

２１．公正中立性の確保 

前６月間に当事業所において作成したケアプランの、訪問介護、通所介護、地域密着型

通所介護、福祉用具貸与が、それぞれ位置づけられたケアプランの数が占める割合 

及び前６月間に当事業所において作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地

域密着型通所介護、福祉用具貸与のサービスごとの、同一事業所によって提供されたも

のの割合について、利用者又はその家族に対し、文書を交付して説明を行います。 

 

 

２２．担当の介護支援専門員 

あなたを担当する介護支援専門員は         です 
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私は、本書面に基づいて特別養護老人ホーム長寿荘（居宅介護支援事業所）の職員 

 

介護支援専門員      印  から重要事項の説明を受けたことを確認し、事業所

及び本人・家族又は代理人と各1部保有します。 

       

 

令和   年   月   日 

 

 

 

本人 

住 所                             

 

 

氏 名                            印 

 

 

 

本人の家族又は代理人    

住 所                              

 

  

氏 名（続柄）                   （       ） 印 

         

 


